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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第１期中 第２期中 第１期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 118,088 117,717 243,202

経常利益
又は経常損失（△）

(百万円) △678 457 2,250

中間(当期)純損失
（△）

(百万円) △1,547 △2,129 △971

中間包括利益又は
包括利益

(百万円) △827 △3,017 2,008

純資産額 (百万円) 46,945 46,146 49,231

総資産額 (百万円) 247,544 239,929 247,993

１株当たり純資産額 (円) 5,528.02 5,628.60 6,003.11

１株当たり中間（当
期）純損失（△）

(円) △187.21 △281.16 △126.35

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.16 17.76 18.23

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,888 5,067 13,023

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,101 △2,140 △1,175

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,374 △3,811 △8,627

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 19,494 21,439 22,324

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(人)
6,087
[873]

5,928
[841]

5,967
[866]

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていません。

２  潜在株式が存在しないので、「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」は記載していません。加

えて、１株当たり中間（当期）純損失が計上されているためです。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第１期中 第２期中 第１期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 197 1,533 1,754

経常利益 (百万円) 43 28 112

中間(当期)純利益 (百万円) 26 9 100

資本金 (百万円) 5 5 5

発行済株式総数 (千株) 8,996 8,996 8,996

純資産額 (百万円) 15,008 15,002 15,082

総資産額 (百万円) 15,037 15,554 15,445

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 2.94 1.11 11.13

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 10

自己資本比率 (％) 99.80 96.44 97.64

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(人)
4
[0]

241
[5]

248
[3]

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていません。

２  「１株当たり純資産額」は、中間連結財務諸表を作成しているため記載していません。

３  潜在株式が存在しないので、「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」は記載していません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

①新聞・雑誌・書籍等の発行印刷・販売業 5,710[805]

②不動産等事業 218[36]

合計 5,928[841]

(注) １  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載していま

す。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年９月30日現在

従業員数(人) 241[5]

(注) １  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[  ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しています。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループ(当社及び連結子会社)の労働組合は、新聞社の労働組合の連合体である日本新聞労働組

合連合に加盟するケースと、各業種の労働団体に加盟しているケースの２通りがあります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間のわが国の経済は、震災復興関連需要や、消費者マインドの改善傾向などにより国

内需要は堅調さを取り戻しつつありますが、欧州経済に端を発した世界的不況は依然として先行きが見

えず、海外需要は低調であり、予断を許さない状況が続いています。

このような状況下で、当社グループを取り巻く新聞業界は、若年層を中心とした深刻な購買離れによる

販売部数の低迷、広告収入の減少など引き続き多くの課題を抱えています。

当社グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高が117,717百万円（前年同期比96.9％）、営業利

益が369百万円（前年同期は営業損失505百万円）、経常利益が457百万円（前年同期は経常損失が678百

万円）、税金等調整前中間純損失が893百万円（前年同期は1,215百万円）、中間純損失が2,129百万円

（前年同期は1,547百万円）となりました。経常損益は前年同期より1,135百万円増加し、利益を計上した

ものの、投資有価証券評価損などの特別損失により、中間純損失となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりです。

　
①新聞・雑誌・書籍等の発行印刷・販売業

新聞・雑誌・書籍等の発行印刷・販売業においては、売上高は112,729百万円（前年同期比443百万円

減）、営業損失1,606百万円（前年同期は2,164百万円）となりました。

　

②不動産等事業

不動産等事業としては、映画製作・貸室・ホテル・その他のサービスがあります。これらの売上は

5,711百万円（前年同期比72百万円増）、営業利益は1,975百万円（前年同期比317百万円増）となりま

した。

　

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務減少額の減少などにより、前中間連結会計期間に比べ

て1,178百万円増加し、5,067百万円の収入となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に定期預金の増加により、前中間連結会計期間に比べて

1,038百万円減少し、2,140百万円の支出となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、主にセールアンド・リースバックによる収入の減少により、前

中間連結会計期間に比べて1,437百万円減少し、3,811百万円の支出となりました。
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以上の結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度と比べて885百万円の減少となり、当中間連結会計

期間における期末残高は21,439百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、受注生産形態をとらないものが多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あ

るいは数量で示すことはしていません。

　

(1) 生産及び販売実績

当中間連結会計期間における生産及び販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

　

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

①新聞・雑誌・書籍等の発行印刷・販売業 112,729 99.6

②不動産等事業 5,711 101.3

合計 118,441 99.7

(注) １  金額は、売上高によります。

２  上記の金額には、消費税等は含まれていません。

３  主要な販売先に、総販売実績の100分の10を超える相手先はありません。

　
　
３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

もしくは新たな課題の発生はありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループが取り組んでいる研究開発活動事項には、次のようなものがあります。

①情報集配信ネットワークのインフラ整備及びデータベースシステム構築

②新聞紙面製作システム

③印刷設備

④その他製品としての新聞の質の向上を目指す研究

⑤デジタル放送、電子新聞など情報デジタル化に対応する技術研究

⑥インターネット、携帯電話などへ提供するコンテンツの開発

⑦新聞社の特性を生かすインターネット事業の開発

⑧読者サービスのためのＷｅｂ会員組織の研究開発

なお、以上の事項は、新聞・雑誌・書籍等の発行印刷・販売業セグメントに係るものであり、一般事業活

動の中で鋭意行っているものであって研究開発費として掲記するものはありません。

　

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

経営成績の分析については、「第２事業の状況 1 業績等の概要 (1) 業績」に記載のとおりです。

　

(2) 財政状態の分析

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して8,063百万円減少し、239,929百万円と

なりました。減少の内訳は、売掛金の減少などによる流動資産の減少が3,240百万円、有形固定資産の減価

償却、投資有価証券の時価の下落などによる固定資産の減少が4,822百万円です。

負債合計は、借入金の減少などにより、前連結会計年度末と比較して4,978百万円減少して、当中間連結

会計期間末では193,782百万円となりました。

純資産は、投資有価証券の時価の下落によるその他投資有価証券評価差額金の減少、中間純損失などに

より、前連結会計年度と比較して3,084百万円減少して、当中間連結会計期間末では46,146百万円となり

ました。

　

(3) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析については、「第２事業の状況 1 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりです。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な変動はありません。
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２ 【設備の新設、除却等の計画】

　

当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,996,130 8,996,130
該当事項はありま
せん。

  普通株式は、すべて譲渡制
限株式です。
  当該株式を譲渡により取得
する場合、当社取締役会の承
認を要します。
  当社は単元株制度を採用し
ており、100株を１単元として
おります。

計 8,996,130 8,996,130― ―

(注) 株式の譲渡制限に関する規定は次の通りです。

当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第1項第1号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定めてお

り、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第10条において定めています。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年９月30日

― 8,996,130 ― 5 　― 1

　

(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

毎日新聞社従業員持株会
東京都千代田区一ツ橋一丁目１番１号
                毎日新聞東京本社内

1,059,700 11.78

㈱毎日新聞社 東京都千代田区一ツ橋一丁目１番１号 616,144 6.85

毎日新聞東京懇話会持株会 福島県福島市入江町72番５号 425,600 4.73

㈱下野新聞社 栃木県宇都宮市昭和一丁目８番11号 300,000 3.33

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 290,000 3.22

王子製紙㈱ 東京都中央区銀座四丁目７番５号 260,000 2.89

㈱毎日放送 大阪府大阪市北区茶屋町17番１号 240,000 2.67

日本製紙㈱ 東京都千代田区一ツ橋一丁目２番２号 226,000 2.51

日本ビーエス放送㈱ 東京都千代田区神田駿河台２番５号 207,500 2.30

㈱スポーツニッポン新聞社 東京都江東区越中島二丁目１番30号 201,600 2.24

計 ― 3,826,544 42.54

(注)  ㈱毎日新聞社、㈱下野新聞社及び㈱スポーツニッポン新聞社は、会社法施行規則第67条の規定により議決権を有

しない株主です。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,798,600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,196,800
71,968 ―

単元未満株式
普通株式

730
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,996,130― ―

総株主の議決権 ― 71,968 ―

　

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱毎日新聞社
東京都千代田区一ツ橋
１－１－１

616,100 ― 616,100 6.85

㈱下野新聞社
栃木県宇都宮市昭和
１－８－11

300,000 ― 300,000 3.33

㈱スポーツニッポン新聞社
東京都江東区越中島
２－１－30

201,600 ― 201,600 2.24

東日印刷㈱
東京都江東区越中島
２－１－30

182,000 ― 182,000 2.02

㈱毎日広告社
東京都千代田区一ツ橋
１－１－１

101,900 ― 101,900 1.13

日本新聞インキ㈱ 東京都港区港南１－８－27 88,000 ― 88,000 0.98

㈱新広社
大阪府大阪市西区西本町１
－４－１

74,000 ― 74,000 0.82

㈱ナゴヤキャッスル
愛知県名古屋市西区
樋の口町３－19

64,000 ― 64,000 0.71

毎日販売協栄㈱
東京都千代田区一ツ橋
１－１－１

30,000 ― 30,000 0.33

毎日新聞大阪開発㈱
大阪府大阪市北区梅田
３－４－５

28,000 ― 28,000 0.31

㈱毎栄
東京都千代田区一ツ橋
１－１－１

28,000 ― 28,000 0.31

㈱毎日新聞大阪センター
大阪府大阪市北区梅田
３－４－５

28,000 ― 28,000 0.31

大毎広告㈱
大阪府大阪市北区梅田
３－４－５

20,000 ― 20,000 0.22

毎日折込㈱
東京都新宿区大久保
３－14－４

14,000 ― 14,000 0.16

㈱大毎協栄
大阪府大阪市北区梅田
３－４－５

14,000 ― 14,000 0.16

㈱毎日シーピー広告社
大阪府大阪市北区梅田
３－４－５

6,000 ― 6,000 0.07

㈱毎日エージェンシー
東京都千代田区一ツ橋
１－１－１

3,000 ― 3,000 0.03

計 ― 1,798,600 ― 1,798,60019.99
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２ 【株価の推移】

非上場であり、かつ店頭売買も気配相場もありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大

蔵省令第24号)に基づいて作成しています。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号)に基づいて作成しています。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成24年４月１日から平

成24年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、近畿第一監査法人により中間監査を受けています。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 *1
 24,835

*1
 24,436

受取手形及び売掛金 *3, *4
 23,289

*3, *4
 21,678

有価証券 100 －

たな卸資産 1,375 1,489

繰延税金資産 1,526 1,465

その他 5,998 5,163

貸倒引当金 △1,465 △1,814

流動資産合計 55,660 52,419

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 107,266 106,938

減価償却累計額 △54,275 △55,001

建物及び構築物（純額） *1
 52,991

*1
 51,936

機械装置及び運搬具 72,940 72,198

減価償却累計額 △58,429 △59,159

機械装置及び運搬具（純額） *1
 14,510

*1
 13,039

工具、器具及び備品 5,129 5,166

減価償却累計額 △4,247 △4,349

工具、器具及び備品（純額） *1
 882

*1
 816

土地 *1
 84,392

*1
 83,922

リース資産 7,073 7,437

減価償却累計額 △2,600 △3,143

リース資産（純額） 4,472 4,293

建設仮勘定 180 511

有形固定資産合計 157,429 154,520

無形固定資産 5,080 5,184

投資その他の資産

投資有価証券 *1
 15,277

*1
 13,552

長期貸付金 1,284 1,400

繰延税金資産 10,537 9,931

その他 3,294 3,564

貸倒引当金 △572 △642

投資その他の資産合計 29,822 27,805

固定資産合計 192,333 187,510

資産合計 247,993 239,929
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,447 *4
 21,030

短期借入金 *1, *5
 13,990

*1, *5
 7,560

1年内返済予定の長期借入金 *1
 12,106

*1
 13,911

未払法人税等 757 525

賞与引当金 2,642 2,710

その他 15,988 17,271

流動負債合計 67,933 63,010

固定負債

社債 2,200 930

長期借入金 *1
 32,611

*1
 33,939

再評価に係る繰延税金負債 13,303 13,202

貸地・貸室保証金 *1
 40,227

*1
 40,089

退職給付引当金 25,828 26,360

役員退職慰労引当金 760 803

その他 15,895 15,447

固定負債合計 130,828 130,772

負債合計 198,761 193,782

純資産の部

株主資本

資本金 4,150 4,150

資本剰余金 413 881

利益剰余金 38,522 36,355

自己株式 △1,072 △1,013

株主資本合計 42,013 40,372

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10 △898

土地再評価差額金 3,191 3,154

その他の包括利益累計額合計 3,201 2,256

少数株主持分 4,016 3,518

純資産合計 49,231 46,146

負債純資産合計 247,993 239,929
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 118,088 117,717

売上原価 81,259 79,742

売上総利益 36,829 37,975

販売費及び一般管理費 *1
 37,334

*1
 37,606

営業利益又は営業損失（△） △505 369

営業外収益

受取利息 38 20

受取配当金 97 116

持分法による投資利益 26 －

その他 353 515

営業外収益合計 516 652

営業外費用

支払利息 563 437

持分法による投資損失 － 26

その他 125 100

営業外費用合計 688 564

経常利益又は経常損失（△） △678 457

特別利益

固定資産売却益 12 90

投資有価証券売却益 36 8

その他 540 53

特別利益合計 590 152

特別損失

減損損失 *2
 123

*2
 203

固定資産除売却損 121 203

投資有価証券評価損 123 406

その他 *3
 758

*3
 689

特別損失合計 1,127 1,502

税金等調整前中間純損失（△） △1,215 △893

法人税等 307 1,217

少数株主損益調整前中間純損失（△） △1,522 △2,111

少数株主利益 24 18

中間純損失（△） △1,547 △2,129
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【中間連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前中間純損失（△） △1,522 △2,111

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 712 △883

持分法適用会社に対する持分相当額 △16 △22

その他の包括利益合計 695 △906

中間包括利益 △827 △3,017

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △1,181 △3,039

少数株主に係る中間包括利益 354 21
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 － 4,150

当中間期変動額

株式移転による増加 4,150 －

当中間期変動額合計 4,150 －

当中間期末残高 4,150 4,150

資本剰余金

当期首残高 － 413

当中間期変動額

株式移転による増加 256 －

連結範囲の変動等 － 467

当中間期変動額合計 256 467

当中間期末残高 256 881

利益剰余金

当期首残高 － 38,522

当中間期変動額

株式移転による増加 39,413 －

剰余金の配当 － △73

中間純損失（△） △1,547 △2,129

土地再評価差額金の取崩 66 36

当中間期変動額合計 37,933 △2,166

当中間期末残高 37,933 36,355

自己株式

当期首残高 － △1,072

当中間期変動額

株式移転による増加 △611 －

連結範囲の変動等 － 58

当中間期変動額合計 △611 58

当中間期末残高 △611 △1,013

株主資本合計

当期首残高 － 42,013

当中間期変動額

株式移転による増加 43,208 －

剰余金の配当 － △73

中間純損失（△） △1,547 △2,129

土地再評価差額金の取崩 66 36

連結範囲の変動等 － 525

当中間期変動額合計 41,728 △1,641

当中間期末残高 41,728 40,372
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 － 10

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△557 △909

当中間期変動額合計 △557 △909

当中間期末残高 △557 △898

土地再評価差額金

当期首残高 － 3,191

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

1,314 △36

当中間期変動額合計 1,314 △36

当中間期末残高 1,314 3,154

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 － 3,201

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

756 △945

当中間期変動額合計 756 △945

当中間期末残高 756 2,256

少数株主持分

当期首残高 － 4,016

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

4,460 △498

当中間期変動額合計 4,460 △498

当中間期末残高 4,460 3,518

純資産合計

当期首残高 － 49,231

当中間期変動額

株式移転による増加 43,208 －

剰余金の配当 － △73

中間純損失（△） △1,547 △2,129

土地再評価差額金の取崩 66 36

連結範囲の変動等 － 525

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

5,217 △1,443

当中間期変動額合計 46,945 △3,084

当中間期末残高 46,945 46,146
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △1,215 △893

減価償却費 4,847 4,615

のれん償却額 △365 59

引当金の増減額（△は減少） △19 1,045

受取利息及び受取配当金 △136 △137

支払利息 563 437

持分法による投資損益（△は益） △26 26

減損損失 123 203

固定資産除売却損益（△は益） 109 112

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 87 410

売上債権の増減額（△は増加） 2,799 1,863

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,100 △114

仕入債務の増減額（△は減少） △2,980 △1,526

未払消費税等の増減額（△は減少） △17 △104

その他 △162 △233

小計 4,707 5,766

利息及び配当金の受取額 117 114

利息の支払額 △626 △436

法人税等の支払額 △310 △377

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,888 5,067

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 517 △486

固定資産の取得による支出 △1,579 △2,073

固定資産の売却による収入 170 389

投資有価証券の取得による支出 △319 △213

投資有価証券の売却による収入 662 260

貸付けによる支出 △902 △425

貸付金の回収による収入 349 306

その他 － 100

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,101 △2,140
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △26 △7,453

割賦債務の返済による支出 △465 △460

長期借入れによる収入 13,336 8,433

長期借入金の返済による支出 △16,269 △4,277

社債の償還による支出 △61 －

社債の発行による収入 － 500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △839 △1,083

セール・アンド・リースバックによる収入 1,964 614

配当金の支払額 － △73

少数株主への配当金の支払額 △12 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,374 △3,811

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 412 △885

現金及び現金同等物の期首残高 19,049 22,324

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

32 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 19,494 21,439
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１  連結の範囲に関する事項

  (1) 連結子会社の数32社

主要な連結子会社名

㈱毎日新聞社、㈱スポーツニッポン新聞社、㈱高速オフセット、東日印刷㈱、㈱毎日新聞首都圏センター、

㈱毎日ビルディング、㈱毎日映画社、㈱下野新聞社、㈱北海道毎日サービス

  (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

㈱毎日銀座センター、㈱毎日新聞文化センター（大阪）

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

　

２  持分法の適用に関する事項

  (1) 持分法適用の非連結子会社１社

会社名

㈱スポニチパートナー

  (2) 持分法適用の関連会社数４社

会社名

㈱新広社、㈱ナゴヤキャッスル、㈱福島民報社、㈱東京データネットワーク

(3) 持分法を適用していない非連結子会社（㈱毎日銀座センター、㈱毎日仙台センター他）及び関連会社

（堂島アバンザ管理㈱他）はそれぞれ中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

います。

　

３  連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一です。

　

４  会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

  主として移動平均法による原価法（一部先入先出法による原価法）。

  評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。
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②有価証券

その他有価証券

  時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理しています）

  時価のないもの

…移動平均法による原価法

③デリバティブ

…時価法

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

  連結子会社４社は定額法、その他の連結子会社は定率法。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　定率法を採用している連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成24年４月１

日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更していま

す。

　これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微です。

②無形固定資産（リース資産を除く）

  定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を

採用しています。

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産）

  リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。

  (3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、過去の支給実績等を勘案し、当期の負担すべき支給

見込額を計上しています。

③返品調整引当金

  出版物の返品に備えて、返品調整引当金及び返品債権特別勘定を計上しています。

④退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。

  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13年）に

よる定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしています。

  なお子会社の会計基準変更時差異（688百万円）は主として15年による均等額を費用処理しています。

⑤役員退職慰労引当金

  当社及び連結子会社26社は役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく中間決算

日における期末要支給額を計上しています。
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  (4) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっています。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

ては特例処理によっています。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

  ａヘッジ手段…為替予約

    ヘッジ対象…外貨建取引

  ｂヘッジ手段…金利スワップ

    ヘッジ対象…借入金

③ヘッジ方針

  為替変動リスクをヘッジする手段としては為替予約取引のみを、借入金金利変動リスクをヘッジする

手段としては金利スワップ取引のみを取り扱うこととしています。ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに

行っています。

④ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジに高い有効性があるので有効性の判定を省略しています。

  (5) 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。

  (6) 連結納税制度の適用

  当中間連結会計期間より連結納税制度を適用しています。

　

５  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

　

EDINET提出書類

株式会社毎日新聞グループホールディングス(E25321)

半期報告書

27/58



　

【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※１  担保設定状況は次のとおりです。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

土地 54,227百万円 54,547百万円

建物 28,042  〃 22,703  〃

機械及び装置 634  〃 512  〃

器具及び備品 15  〃 13  〃

定期預金 50  〃 50  〃

投資有価証券 262  〃 259  〃

計 83,232  〃 78,087  〃

　

長短借入金合計 45,834百万円 37,764百万円

貸地保証金 32,900  〃 32,900  〃

計 78,734  〃 70,664  〃

２  偶発債務

下記の会社の借入金に対し、保証を行っています。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

スポーツニッポン開発㈱ 268百万円　 スポーツニッポン開発㈱ 268百万円

計 　268　〃　 計 　268　〃

　

※３  (前連結会計年度)

受取手形の裏書譲渡残高は、32百万円です。

　

      (当中間連結会計期間)

受取手形の裏書譲渡残高は、34百万円です。

　

※４  中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期手形

が、中間連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 118百万円 136百万円

支払手形 ― 555  〃

設備関係支払手形 ― 304  〃

　

※５  ㈱毎日新聞社は、取引銀行５行と貸出コミットメント契約を締結しています。本契約に基づく貸出コ

ミットメントに係る貸出未実行残高は次のとおりです。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

貸出コミットメントの総額 12,000百万円 12,000百万円

借入実行残高 8,700  〃 2,000  〃

差引額 3,300  〃 10,000  〃
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(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費の主な費目は下記のとおりです。

　

　
前中間連結会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

販売宣伝費 17,999百万円 18,117百万円

人件費・福利費 11,580  〃 11,855  〃

発送費 4,335  〃 4,379  〃

減価償却費 662  〃 663  〃

　

※２  当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。これは主に遊休状態にある土

地の時価の下落に伴うものです。対象資産は全て国内の土地になります。

　　尚、回収可能価額は正味売却価額により測定し、主に固定資産税評価額を基に評価しています。

　
      前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　
遊休土地 　 　

  ㈱毎日新聞社  49件 　 123百万円

計 　 123  〃

　

      当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

遊休土地 　 　

  ㈱毎日新聞社  51件 　 203百万円

計 　 203  〃

　

　

※３  (前中間連結会計期間)

その他は、㈱毎日新聞社の東日本大震災に関する損失が主です。

　

      (当中間連結会計期間)

その他は、㈱スポーツニッポン新聞社及び㈱毎日広告社の貸倒引当による損失が主です。
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(法人税等の表示方法)

中間連結会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は

「法人税等」に含めて表示しています。

　

EDINET提出書類

株式会社毎日新聞グループホールディングス(E25321)

半期報告書

30/58



　

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 8,996,130 ― 8,996,130
　

（変動事由の概要）

当社が、㈱毎日新聞社と㈱スポーツニッポン新聞社による株式移転完全親会社として新規に設立されたことに

よります。

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) ― 1,608,090 ― 1,608,090
　

（変動事由の概要）

当社が、㈱毎日新聞社と㈱スポーツニッポン新聞社による株式移転完全親会社として新規に設立されたことに

よります。

　

当中間連結会計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 8,996,130 ― ― 8,996,130
　

　
　
　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,464,061 1,839 43,400 1,422,500
　

（変動事由の概要）

㈱毎日新聞社による当社株式と㈱高速オフセット株式の株式交換により43,400株減少し、連結子会社の持分変

動により1,839株増加しました。

　
　

　

３  配当に関する事項

当中間連結会計期間の配当金支払額は、平成24年６月26日開催の定時株主総会において、次のとおり

決議しています。

・普通株式の配当に関する事項

(イ）配当金の総額 89百万円

(ロ）配当の原資 利益剰余金

(ハ）１株当たり配当額 10円

(ニ）基準日 平成24年３月31日

(ホ）効力発生日 平成24年６月27日

次へ
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

　
前中間連結会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 21,902百万円 24,436百万円

        計 21,902百万円 24,436百万円

預入期間が３か月超の定期預金 2,407百万円 2,997百万円

現金及び現金同等物 19,494百万円 21,439百万円
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(リース取引関係)

１  ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっているもの）

①リース資産の内容

  有形固定資産

    機械装置及び運搬具

    工具・器具及び備品

  無形固定資産

    ソフトウェア

②リース資産の減価償却の方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。

(2) リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

前連結会計年度(平成24年３月31日)

　

　 機械及び装置 工具・器具・備品 その他 合計

取得価額相当額 15,708百万円 485百万円 2,063百万円 18,256百万円

減価償却累計額相当額 8,922百万円 475百万円 1,766百万円 11,164百万円

期末残高相当額 6,785百万円 9百万円 296百万円 7,092百万円

　

当中間連結会計期間(平成24年９月30日)

　

　 機械及び装置 工具・器具・備品 その他 合計

取得価額相当額 13,964百万円 132百万円 1,738百万円 15,835百万円

減価償却累計額相当額 7,741百万円 132百万円 1,589百万円 9,462百万円

中間期末残高相当額 6,223百万円 0百万円 148百万円 6,372百万円

  (注)  取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しています。

　

②未経過リース料中間期末残高相当額等

  未経過リース料中間期末残高相当額

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

１年内 799百万円 1,028百万円

１年超 6,292百万円 5,343百万円

合計 7,092百万円 6,372百万円

  (注)  未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。

  また、上記物件のなかには購入選択権付物件があります。
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③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

　

　
前中間連結会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

支払リース料 926百万円 713百万円

減価償却費相当額 926百万円 713百万円

　

④減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。

 (減損損失について)

  リース資産に配分された減損損失はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の時価等に関する事項

中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていません（(注2）を参照)。

　

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

連結決算日における
時価
(百万円)

差額
(百万円)

（１）現金及び預金 24,835 24,835 ―

（２）受取手形及び売掛金 23,289 23,289 ―

貸倒引当金（※） △818 △818 ―

　 22,471 22,471 ―

（３）有価証券及び投資有価証券 7,708 7,627 △80

資産計 55,015 54,934 △80

（４）支払手形及び買掛金 22,447 22,447 ―

（５）短期借入金 26,096 26,096 ―

（６）長期借入金 32,611 32,611 △115

負債計 81,156 81,040 △115

（※）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。

　
当中間連結会計期間（平成24年９月30日）

　
中間連結決算日における
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

中間連結決算日における
時価
(百万円)

差額
(百万円)

（１）現金及び預金 24,436 24,436 ―

（２）受取手形及び売掛金 21,678 21,678 ―

貸倒引当金（※） △696 △696 ―

　 20,982 20,982 ―

（３）有価証券及び投資有価証券 5,955 5,955 ―

資産計 51,374 51,374 ―

（４）支払手形及び買掛金 21,030 21,030 ―

（５）短期借入金 21,471 21,471 ―

（６）長期借入金 33,939 33,813 △126

負債計 76,441 76,315 △126

（※）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しています。

　
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
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（３）有価証券及び投資有価証券

    これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

    また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照。

（４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（６）長期借入金

    長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっています。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）

　 　 (単位：百万円)

区分 平成24年３月31日 平成24年９月30日

非上場株式 7,670 7,597

貸地・貸室保証金 40,227 40,089

　　非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「（３）有価証券及び投資有価証券」には含めていません。貸地・貸室保証金につ

いては、返還予定時期の見積りが難しく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載していません。
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(有価証券関係)

    その他有価証券

前連結会計年度(平成24年３月31日) 

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　

①  株式 3,478 2,710 1,037

②  債券 　 　 　

社債 90 89 0

その他 139 127 11

小計 3,978 2,928 1,050

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　

①  株式 3,151 3,636 △484

②  債券 　 　 　

社債 434 439 △4

その他 132 200 △67

小計 3,729 4,285 △555

合計 7,708 7,214 494

(注)  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある

株式について166百万円減損処理を行っています。
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当中間連結会計期間(平成24年９月30日) 

　
中間連結貸借対照表計上

額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　

①  株式 553 310 243

②  債券 　 　 　

社債 ― ― ―

その他 31 27 4

小計 585 337 247

(中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　

①  株式 4,871 5,968 △1,097

②  債券 　 　 　

社債 214 218 △3

その他 274 351 △77

小計 5,370 6,548 △1,178

合計 5,955 6,886 △931

(注)  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額です。なお、当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価の

ある株式について395百万円減損処理を行っています。
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(デリバティブ取引関係)

当社及び連結子会社は、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引以外はデリバティブ取引を利

用していないので、該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度（自  平成23年４月1日  至  平成24年３月31日）

１．賃貸等不動産の概要

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用のオ

フィスビルや賃貸商業施設を所有しています。

　

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における

時価及び当該時価の算定方法

　

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価
（百万円）

当連結会計年度期首残高
（百万円）

当連結会計年度増減額
（百万円）

当連結会計年度末残高
（百万円）

― 57,139 57,139 123,847

(注) １.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却費累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。

２.時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む）です。

　

　

　

当中間連結会計期間（自  平成24年４月1日  至  平成24年９月30日）

賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に前連結会計年度の末

日に比して著しい変動が認められないため、賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び当中間連

結会計期間における主な変動並びに中間連結決算日における時価及び当該時価の算定方法は省略して

います。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

1.  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは日刊新聞を中心とした活字メディアの発行を主たる事業とする新聞

・雑誌・書籍の発行印刷・販売業と不動産賃貸業を主たる事業とする不動産等事業から構成され、当社で

は経営資源の配分の決定などの意思決定や業績評価に利用されています。

またこの報告セグメントは当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能です。

　

2.  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と同一です。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいています。

　

3. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
新聞・雑誌・
書籍等の発行
印刷・販売業

不動産等事業 計 調整額
中間連結財務諸表

計上額

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 113,151 4,937 118,088 ― 118,088

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

22 701 723 △723 ―

計 113,173 5,639 118,812 △723 118,088

セグメント利益又は損失(△) △2,164 1,658 △506 0 △505

セグメント資産 217,789 41,506 259,296△11,751 247,544

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 4,072 745 4,818 ― 4,818

資本的支出 2,382 358 2,740 ― 2,740

(注)１  消費税等の取り扱いは税抜方式によっているので、上記の金額には消費税等は含まれていません。

２  減価償却費及び資本的支出は、有形固定資産及び無形固定資産に係るものであり、長期前払費用等は含んでいま

せん。

３  セグメント損失は中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

４  セグメント資産の調整額△11,751百万円は、セグメント間取引消去に伴うものです。
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当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
新聞・雑誌・
書籍等の発行
印刷・販売業

不動産等事業 計 調整額
中間連結財務諸表

計上額

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 112,712 5,005 117,717 ― 117,717

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

17 705 723 △723 ―

計 112,729 5,711 118,441 △723 117,717

セグメント利益又は損失(△) △1,606 1,975 369 ― 369

セグメント資産 194,013 57,687 251,700△11,770 239,929

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 3,969 626 4,596 ― 4,596

資本的支出 1,205 188 1,393 ― 1,393

(注)１  消費税等の取り扱いは税抜方式によっているので、上記の金額には消費税等は含まれていません。

２  減価償却費及び資本的支出は、有形固定資産及び無形固定資産に係るものであり、長期前払費用等は含んでいま

せん。

３  セグメント損失は中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

４  セグメント資産の調整額△11,770百万円は、セグメント間取引消去に伴うものです。
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【関連情報】

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

1.製品及びサービスごとの情報

当社グループの主な製品は毎日新聞、スポーツニッポン新聞、サンデー毎日などです。

これらの製品の売上高は購読による売上と広告掲載による売上からなっています。一つの製品に大き

く異なる複数の性質の売上を有する性格上、製品ごとの情報を記載することは困難です。

　

2.地域ごとの情報

（1）売上高

当グループの営業活動は全て国内取引であるため記載していません。

　

（2）有形固定資産

当グループの営業活動は全て国内取引であるため記載していません。

　

3.主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため記載して
いません。

　
当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

1.製品及びサービスごとの情報

当社グループの主な製品は毎日新聞、スポーツニッポン新聞、サンデー毎日などです。

これらの製品の売上高は購読による売上と広告掲載による売上からなっています。一つの製品に大き

く異なる複数の性質の売上を有する性格上、製品ごとの情報を記載することは困難です。

　

2.地域ごとの情報

（1）売上高

当グループの営業活動は全て国内取引であるため記載していません。

　

（2）有形固定資産

当グループの営業活動は全て国内取引であるため記載していません。

　

3.主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため記載して
いません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

（単位：百万円）

報告セグメント
新聞・雑誌・書籍等の発行

印刷・販売業
不動産等事業 合計

減損損失 123 ― 123

　

当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（単位：百万円）

報告セグメント
新聞・雑誌・書籍等の発行

印刷・販売業
不動産等事業 合計

減損損失 203 ― 203

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

（単位：百万円）

報告セグメント
新聞・雑誌・書籍等の発行

印刷・販売業
不動産等事業 合計

当中間期償却額 17 ― 17

当中間期末残高 147 ― 147

　

当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

（単位：百万円）

報告セグメント
新聞・雑誌・書籍等の発行

印刷・販売業
不動産等事業 合計

当中間期償却額 66 30 96

当中間期末残高 35 ― 35

　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　
当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

当中間連結会計期間において、新聞・雑誌・書籍等の発行印刷・販売業で38百万円の負ののれん発生

益を計上しています。発生原因は、連結子会社の間接異動による持分増加です。
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

  １株当たり純資産額並びに１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 6,003円11銭 5,628円60銭

　

項目
前中間連結会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

(2) １株当たり中間純損失(△) △187円21銭 △281円16銭

   (算定上の基礎) 　 　

    中間純損失(△)(百万円) △1,547 △2,129

    普通株式に係る中間純損失(△)(百万円) △1,547 △2,129

    期中平均株式数(千株) 8,264 7,573

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。加えて、１株当た

り中間純損失が計上されているためです。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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(2) 【その他】

　

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

関係会社短期貸付金 336 130

その他 127 442

流動資産合計 463 572

固定資産

投資その他の資産

関係会社株式 14,982 14,982

投資その他の資産合計 14,982 14,982

固定資産合計 14,982 14,982

資産合計 15,445 15,554

負債の部

流動負債

預り金 144 12

賞与引当金 113 107

その他 *
 102

*
 429

流動負債合計 359 550

固定負債

その他 3 2

固定負債合計 3 2

負債合計 363 552

純資産の部

株主資本

資本金 5 5

資本剰余金

資本準備金 1 1

その他資本剰余金 14,975 14,975

資本剰余金合計 14,977 14,977

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 100 20

利益剰余金合計 100 20

株主資本合計 15,082 15,002

純資産合計 15,082 15,002

負債純資産合計 15,445 15,554
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 197 1,533

売上原価 18 1,194

売上総利益 178 338

販売費及び一般管理費 143 377

営業利益又は営業損失（△） 35 △39

営業外収益 8 67

営業外費用 － －

経常利益 43 28

特別利益 － －

特別損失 － －

税引前中間純利益 43 28

法人税等 17 18

中間純利益 26 9
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 － 5

当中間期変動額

株式移転による増加 5 －

当中間期変動額合計 5 －

当中間期末残高 5 5

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － 1

当中間期変動額

株式移転による増加 1 －

当中間期変動額合計 1 －

当中間期末残高 1 1

その他資本剰余金

当期首残高 － 14,975

当中間期変動額

株式移転による増加 14,975 －

当中間期変動額合計 14,975 －

当中間期末残高 14,975 14,975

資本剰余金合計

当期首残高 － 14,977

当中間期変動額

株式移転による増加 14,977 －

当中間期変動額合計 14,977 －

当中間期末残高 14,977 14,977

利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 － 100

当中間期変動額

剰余金の配当 － △89

中間純利益 26 9

当中間期変動額合計 26 △79

当中間期末残高 26 20

利益剰余金合計

当期首残高 － 100

当中間期変動額

剰余金の配当 － △89

中間純利益 26 9

当中間期変動額合計 26 △79
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当中間期末残高 26 20

株主資本合計

当期首残高 － 15,082

当中間期変動額

剰余金の配当 － △89

中間純利益 26 9

株式移転による増加 14,982 －

当中間期変動額合計 15,008 △79

当中間期末残高 15,008 15,002

純資産合計

当期首残高 － 15,082

当中間期変動額

剰余金の配当 － △89

中間純利益 26 9

株式移転による増加 14,982 －

当中間期変動額合計 15,008 △79

当中間期末残高 15,008 15,002
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【重要な会計方針】

１  資産の評価基準及び評価方法

  (1) 有価証券

①子会社株式…移動平均法による原価法

　

２  引当金の計上基準

  (1) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、過去の支給実績等を勘案し、当期の負担すべき支給

見込額を計上しています。

  (2) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく中間期末要支給額を計上してい

ます。

　

３  その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  (1) 消費税等の会計処理

  税抜方式を採用しています。なお、「仮払消費税等」「仮受消費税等」は相殺の上、流動負債の「その

他」に含めて表示しています。

　

  (2) 連結納税制度の適用

　当中間会計期間より連結納税制度を適用しています。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

※  未払法人税等

  流動負債の「その他」に表示しています。

　

　

(中間損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

　

(法人税等の表示方法)

  中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しています。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成24年３月31日）

　

子会社株式の貸借対照表計上額は14,982 百万円です。子会社株式で市場価格のあるものはなく、これ

らの将来のキャッシュフローを見積もることは困難です。したがってこれらは時価を把握することが極

めて困難と認められるものです。

　

当中間会計期間（平成24年９月30日）

　

子会社株式の中間貸借対照表計上額は14,982百万円です。子会社株式で市場価格のあるものはなく、

これらの将来のキャッシュ・フローを見積もることは困難です。したがってこれらは時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものです。

　

(１株当たり情報)

  １株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前中間会計期間

(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当中間会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

１株当たり中間純利益 ２円94銭 １円11銭

 (算定上の基礎) 　 　

  中間純利益(百万円) 26 9

  普通株式に係る中間純利益(百万円) 26 9

  期中平均株式数(千株) 8,996 8,996

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(2) 【その他】

　

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

有価証券報告書及びその添付書類

事業年度  第１期(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)平成24年６月27日関東財務局長に提

出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年12月21日

株式会社毎日新聞グループホールディングス

取締役会  御中

近畿第一監査法人

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士    伊    藤    宏    範    ㊞

　
代表社員

業務執行社員
　 公認会計士    岡    野    芳    郎    ㊞

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社毎日新聞グループホールディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

　
中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財

務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続

が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情

報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
中間監査意見

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社毎日新聞グループホールディングス及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

 
※１  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表

に添付する形で別途保管しています。
  ２  中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年12月21日

株式会社毎日新聞グループホールディングス
取締役会  御中

近畿第一監査法人
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    宏    範    ㊞

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    岡    野    芳    郎    ㊞

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社毎日新聞グループホールディングスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第２期事業年度の中間

会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。

中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基

づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の

重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及

び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関

連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ

れた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社毎日新聞グループホールディングスの平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
　

以  上

　

 
※１  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しています。
  ２  中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれおりません。
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